
係

指標名称（単位）
実績

工

値 目標値

２５年度 ２６

業

年度 ２７年度 ２８年度

振

３０年度

活動 ビジネス

興

スクール及び講演会参

係

加人数（人） 268 3

7

76 494 480 48

1

0
指標
成果 産業が活発

1

であると思う市民の割合 ― 93.3 ― 93.3 93.3
指標 （％）

　近隣の商工会議所等でも、同様に中小企業からの経営相談に対して指導助言を行っているが、外部の専門
他市との 家を派遣しているのは本市のみである。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6,780 6,313 6,528 8,710 合計 6,528,037 円
委託料 6,528,037 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 6,780 6,313 6,528 8,710

職員人件費　② 1,403 1,408 1,567 1,521

総事業費（①＋②） 8,183 7,721 8,095 10,231

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 産業振興

基本施

平

策 商工業
施策体系

施策

成

の内容 工業の振興

目
　

２

　
　
的

　新製品、新技

７

術の開発を支援するこ

年

とによ

主
た
る
内
容

　市

度

内企業を積極的に支援

評

するため、企業が
り、

価

市内中小企業を活性化

）

させ、「ものづく 抱え

刈

る様々な課題の相談に

谷

応じ、新たな事業
りの

市

まち刈谷」の発展を促

事

進する。 展開、新製品

務

開発等について相談指

事

導、現場
指導する事業

業

を商工会議所に委託す

評

る。

位
置
づ
け

関連計画

価

 

根拠法令  

対象者 市

シ

内事業者 事業期間 平成

ー

１６年度 ～

実施方法 □

ト

直営　■委託　□指定

（

管理　□補助・助成　

様

□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　

部

業
　
実
　
績

２５年度実

産

績 ２６年度実績 ２７年

業

度実績 ２８年度計画

・

環

相談・指導事業 ・相談

境

・指導事業 ・相談・指

部

導事業 ・相談・指導事

一

業
（相談・指導件数　

般

127件） （相談・指

会

導件数　133件） （

計

相談・指導件数　13

中

4件） （相談・指導件

小

数　140件）
・講演

企

会事業 ・講演会事業 ・

業

講演会事業 ・講演会事

新

業
（開催回数　12回

開

） （開催回数　11回

発

） （開催回数　16回

マ

） （開催回数　15回

ネ

）

　相談と指導、ビジ

ジ

ネススクールと講演会

メ

の開催事業を中心に、

ン

中小企業の活性化に貢

ト

献している。また、ア

事

ンケートを

成果
実施し

業

、企業からの要望を聞

担

き取りながら内容のさ

当

らなる充実に取り組み

課

、企業の経営体質や品

商

質の改善、若手社員の

工

教

育等に有益な事業と

業

なっている。

　企業の

振

抱えている様々な課題

興

に的確に対応するため

課

、より一層の相談体制

款

の充実が求められる。

項

また、本事業を積極的

目

に広報し、相談や指導

担

の件数、各種参加者数

当

の増加を目指す。
課題



工

よるアドバイス等を拡

業

充する。

振興係

Ｃ

7

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

1

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

1

∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理

平

由

　景気の回復基調が

成

続く一方、中国や新興

２

国経済の先行き
・法的

８

業務
高い

不安に伴い、

年

既存事業の環境変化及

度

び新規事業・新分野進

（

必要性 ・市民ニーズ、

平

社会需要 出に対する中

成

小企業の関心は高まっ

２

ている。そこで、経営

７

・市民生活上必要であ

年

る　など 革新の取組み

度

を促進し、新たなビジ

評

ネスチャンスを創出す

価

るために、本事業にお

）

ける相談・指導等は必

刈

要である。
　中小企業

谷

に対してコーディネー

市

ターを派遣し、経営上

事

の
・コストの節減、費

務

用対効果
普通

課題を分

事

析し、将来に向けた適

業

切なアドバイス等を行

評

うた
効率性 ・執行体制

価

の効率性 めには、相互

シ

に密接な関係があり、

ー

指導等にも経験と実績

ト

・手段の最適性　など

（

のある商工会議所に委

様

託することが、最も効

式

率的で確実で
ある。
　

２

第7次刈谷市総合計画

）

では、「企業の経営環

会

境が安定、合
・市が主

計

体となって実施する
普

名

通
理化している」とし

担

ている。そのために、

当

本市の貴重な社
妥当性

部

　べき事業であるか 会

産

資源である「ものづく

業

り」企業を支えること

環

により、さ
・総合計画

境

との整合性　など らな

部

る産業の発展が期待で

一

きる。

　本市は自動車

般

関連企業が集積する特

会

色を持つ。そこで、

施

計

策への ・施策への貢献

中

度
普通

専門家により中

小

小企業における経営課

企

題などの改善に対し
・

業

目標達成度 て適切な指

新

導・助言を行うことは

開

有益であり、工業振興

発

に
貢献度 ・市民サービ

マ

スへの効果　など 重要

ネ

な施策であると考える

ジ

。

今後の方向性 □拡充

メ

　□現状維持　■改善

ン

・効率化　□縮小　□

ト

終期設定　□休止・廃

事

止

　中小企業新開発マ

業

ネジメント事業は中小

担

企業の経営課題の分析

当

、アドバイス、新製品

課

開発に係る経営資源の

商

紹介、
商品化や販路拡

工

大の支援等、中小企業

業

の活性化のために経営

振

支援を実施してきた。

興

　今後は、景気変動に

課

よる激しい外部環境の

款

変化に対応するため、

項

個々の企業が抱える様

目

々な課題解決のために

担

講演
会の開催や相談・

当

訪問の回数を増やし、

係

企業に対して専門家に



業

00千円。（ただし中

振

小企業者が行う依頼試

興

験、人材育成、販路拡

係

大等の補助事業の合計

7

額）
比較検証

1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,961 4,665 4,995 6,000 合計 4,994,501 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 4,994,501 円

一般財源 3,961 4,665 4,995 6,000

職員人件費　② 421 704 783 760

総事業費（①＋②） 4,382 5,369 5,778 6,760

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　

８

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 産業振興

基本施策 商

平

工業
施策体系

施策の内

成

容 工業の振興

目
　
　
　

２

的

　市内企業の新たな

７

技術開発を促進し技術

年

力

主
た
る
内
容

　市内企

度

業が公的試験機関であ

評

るあいち産業
向上によ

価

る事業の発展と経営の

）

安定を図る。 科学技術

刈

総合センター、名古屋

谷

市工業研究所
及び公益

市

財団法人科学技術交流

事

財団あいちシ
ンクロト

務

ロン光センターが行う

事

依頼試験等を
利用した

業

場合にその費用の一部

評

を補助する。
〇補助対

価

象経費　公的機関に納

シ

入した依頼試
　験等の

ー

利用に要した手数料
〇

ト

補助金の額　納入した

（

依頼試験等の利用に
　

様

要した手数料の3分の

式

2（円未満切捨て）
　

１

※1年度につき上限5

）

00千円

位
置
づ
け

関連

会

計画  

根拠法令 刈谷市

計

新産業技術開発支援補

名

助金交付要綱

対象者 市

担

内事業者 事業期間 平成

当

２２年度 ～

実施方法 □

部

直営　□委託　□指定

産

管理　■補助・助成　

業

□その他

環境部

一般会計
新

Ｂ
　
事
　

産

業
　
実
　
績

２５年度実

業

績 ２６年度実績 ２７年

技

度実績 ２８年度計画

・

術

補助金額　3,961

開

,301円 ・補助金額

発

　4,664,964

支

円 ・補助金額　4,9

援

94,501円 ・補助

補

金額　6,000,0

助

00円

　企業の新たな

事

技術開発を支援すると

業

ともに、公的試験機関

担

の利用促進の一助とな

当

った。

成果

　補助制度

課

の周知を図り、より多

商

く企業に対して新たな

工

技術開発を促す必要が

業

ある。

課題

指標名称（

振

単位）
実績値 目標値

２

興

５年度 ２６年度 ２７年

課

度 ２８年度 ３０年度

活

款

動 申請件数（件） 11

項

6 133 111 100

目

100
指標

指標
　公的

担

機関を利用した技術開

当

発の支援は刈谷市と安

係

城市のみである。
他市

工

との 　安城市25,0



振興係

7 1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

平

企業の新製品、新技術

成

開発を支援する本事業

２

は、事業者
・法的業務

８

高い
のニーズに応じ、

年

さらに公的試験機関の

度

利用を促進するた
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

平

需要 め、工業の振興に

成

直結する事業である。

２

・市民生活上必要であ

７

る　など

　依頼試験等

年

の利用に要した手数料

度

への補助であり、事業

評

・コストの節減、費用

価

対効果
普通

者は効率的

）

に技術開発を推進する

刈

ことができる。
効率性

谷

・執行体制の効率性
・

市

手段の最適性　など

　

事

第7次刈谷市総合計画

務

では、商工業のめざす

事

姿を「企業の
・市が主

業

体となって実施する
高

評

い
経営環境が安定、合

価

理化している」と掲げ

シ

ており、新製品
妥当性

ー

　べき事業であるか や

ト

新技術の開発を支援す

（

ることは、安定した経

様

営基盤の形
・総合計画

式

との整合性　など 成、

２

新分野の事業展開の促

）

進に繋がると考える。

会

　企業の技術開発を支

計

援することは技術力向

名

上に繋がる。

施策への

担

・施策への貢献度
高い

当

その結果、雇用の継続

部

や、人材育成、職業能

産

力の向上、新
・目標達

業

成度 たな事業展開等の

環

様々な波及効果も期待

境

できる。
貢献度 ・市民

部

サービスへの効果　な

一

ど

今後の方向性 □拡充

般

　■現状維持　□改善

会

・効率化　□縮小　□

計

終期設定　□休止・廃

新

止

　景気は回復基調に

産

あるが、グローバル化

業

する経済環境に対応す

技

るためには、より一層

術

の経営合理化や生産効

開

率向上
が課題となる。

発

そのためには、新たな

支

技術開発、経営体質の

援

改善が重要である。
　

補

依頼分析等に要する経

助

費を軽減することで、

事

積極的な技術開発を促

業

す本事業を継続し、市

担

内企業の活性化に貢献

当

し
ていく。

課 商工業

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

振

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

興

　
∨

課

款 項 目 担当係 工業



係

南市5,000千円、

7

安城市25,000千

1

円（ただし、安城市は

1

販路拡大のほか、試験依頼、人材育成等の補助
他市との を含む）
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,486 913 1,481 5,000 合計 1,481,122 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 1,481,122 円

一般財源 3,486 913 1,481 5,000

職員人件費　② 2,104 1,408 1,567 1,521

総事業費（①＋②） 5,590 2,321 3,048 6,521

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

８

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 産業

（

振興

基本施策 商工業
施

平

策体系
施策の内容 工業

成

の振興

目
　
　
　
的

　市

２

内企業が、市場開拓や

７

販路拡大等のため

主
た

年

る
内
容

　平成25年度

度

までは、見本市等の複

評

数小間の
に展示商談会

価

や見本市等へ出展する

）

ことによ ブースを直接

刈

借上げ、本市のＰＲ活

谷

動を行う
り、自立的発

市

展を促すとともに市内

事

企業の経 とともに市内

務

事業者に出展機会を提

事

供した。
営基盤の強化

業

を支援する。 　平成2

評

6年度からは、見本市

価

等へ出展する企
業に対

シ

して出展費用の一部を

ー

補助する。

位
置
づ
け

関

ト

連計画

根拠法令 中小企

（

業見本市等出展支援事

様

業補助金交付要綱

対象

式

者 市内事業者 事業期間

１

平成２４年度 ～ 平成２

）

８年度

実施方法 □直営

会

　■委託　□指定管理

計

　■補助・助成　□そ

名

の他

担当部 産業環境部

Ｂ
　
事
　
業
　

一

実
　
績

２５年度実績 ２

般

６年度実績 ２７年度実

会

績 ２８年度計画

・第3

計

回次世代ものづくり基

見

盤・交付件数　4件 ・

本

交付件数　6件 ・交付

市

件数　5件
　技術産業

等

展への参加 ・補助金額

出

　912,640円 ・

展

補助金額　1,481

支

,122円 ・補助金額

援

　5,000,000

事

円
・出展企業数　3社

業

　補助金を交付するこ

担

とで企業の出展意欲を

当

喚起し、市内の優れた

課

ものづくりの技術力を

商

発信して企業の販路拡

工

大や新た

成果
なビジネ

業

スパートナーの発掘を

振

支援できた。

　平成2

興

6年度から、自社で見

課

本市へ出展した企業に

款

対して補助を行ってい

項

るが、申請件数が前年

目

を下回ったため、要因

担

分

析を行う必要がある

当

。
課題

指標名称（単位

係

）
実績値 目標値

２５年

工

度 ２６年度 ２７年度 ２

業

８年度 ３０年度

活動 申

振

請件数（件） ― 8 7 1

興

0 ―
指標
活動
指標

　碧



7 1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　見本市

平

の出展は、中小企業の

成

積極的な事業展開に資

２

する
・法的業務

普通
も

８

のであるため支援する

年

必要がある。
必要性 ・

度

市民ニーズ、社会需要

（

・市民生活上必要であ

平

る　など

　企業に対す

成

る支援策として、開始

２

2ヵ年で見本市出展の

７

ノ
・コストの節減、費

年

用対効果
高い

ウハウを

度

蓄積したうえで、後半

評

3ヵ年で企業の出展に

価

対する
効率性 ・執行体

）

制の効率性 補助への切

刈

り替えを実施し、進捗

谷

度に応じた実施手法で

市

あ
・手段の最適性　な

事

ど ると判断している。

務

　販路拡大や技術交流

事

のため、見本市へ出展

業

する中小企業
・市が主

評

体となって実施する
高

価

い
を支援することは、

シ

産業振興上、有効で必

ー

要であると考え
妥当性

ト

　べき事業であるか る

（

。
・総合計画との整合

様

性　など

　見本市の出

式

展に対する補助である

２

ため、企業経営の直接

）

施策への ・施策への貢

会

献度
普通

的な効果につ

計

いては、その後の営業

名

努力が問われると考え

担

・目標達成度 る。
貢献

当

度 ・市民サービスへの

部

効果　など

今後の方向

産

性 □拡充　□現状維持

業

　■改善・効率化　□

環

縮小　■終期設定　□

境

休止・廃止

　平成24

部

～25年度は企業に対

一

して見本市参加へのノ

般

ウハウを提供するため

会

、直接市が見本市のブ

計

ースを借上げ、出展
企

見

業を募集する方法で支

本

援を実施したが、平成

市

26～28年度につい

等

ては、自ら見本市へ参

出

加した企業に対して、

展

補助を
行う方法へ移行

支

し、産業振興の活性化

援

を図る。

事業
担

Ｃ

当

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

課

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

商

∨

工業振興課

款 項 目 担当係 工業振興係



係

ことができた。

　愛知

7

県への事前申請準備と

1

企業の投資計画策定の

1

調整に時間を要している。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

活動 事業認定申請件数（件） 2 2 2 1 2
指標
活動
指標

　西三河地域のほとんどの市において愛知県の補助要件に準じて補助を実施しているため、補助対象分野、
他市との 投資規模要件等が本市に比べて限定されている。なお、平成28年度当初予算ベースでは碧南市0千円（今年
比較検証 度中交付予定0件、申請予定1件）、安城市200,000千円、西尾市342,793千円、知立市0千円（今年度交付予

定0件）

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 94,746 129,990 74,653 80,000 合計 74,653,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 34,488 44,697 33,606 29,000 交付金 74,653,000 円

一般財源 60,258 85,293 41,047 51,000

職員人件費　② 2,455 3,168 3,525 3,422

総事業費（①＋②） 97,201 133,158 78,178 83,422

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２

Ｄ

７年度特定財源名称

２

　

７年度までの累積事業

　

費 0 新あいち創造産業

　

立地補助金
（県）

２９

Ｏ

年度以降の事業費見込

　

0

　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

８

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 産業

（

振興

基本施策 商工業
施

平

策体系
施策の内容 工業

成

の振興

目
　
　
　
的

　市

２

内中小企業の流出防止

７

、雇用の維持・拡

主
た

年

る
内
容

　市内中小企業

度

が、工場・研究所の新

評

増設及
大、経営基盤の

価

強化等を図り、地域経

）

済の振 び改修、又は機

刈

械設備装置を購入した

谷

場合に
興と市民生活の

市

向上に寄与する。 その

事

費用の一部を補助する

務

。
　なお、愛知県新あ

事

いち創造産業立地補助

業

金
交付要綱のＡタイプ

評

に採択された場合、又

価

は
市内で立地を伴う設

シ

備投資を行った場合は

ー

補
助金を上乗せして補

ト

助する。

位
置
づ
け

関連

（

計画

根拠法令 愛知県新

様

あいち創造産業立地補

式

助金交付要綱、刈谷市

１

産業立地促進補助金交

）

付要綱

対象者 中小企業

会

事業期間 平成２４年度

計

～

実施方法 □直営　□

名

委託　□指定管理　■

担

補助・助成　□その他

当部 産業環境部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

会

績

２５年度実績 ２６年

計

度実績 ２７年度実績 ２

産

８年度計画

・交付実績

業

・交付実績 ・交付実績

立

・交付見込
　4件　9

地

4,746,000円

促

　5件　129,99

進

0,000円 　4件　

補

74,653,000

助

円 　2件　80,00

事

0,000円
※中小企

業

業投資促進補助事業 ※

担

中小企業投資促進補助

当

事業 　
　にて実施 　に

課

て実施

　愛知県の補助

商

制度も取り入れながら

工

、本市独自の投資促進

業

制度を構築し、市内中

振

小企業の設備投資等を

興

促した。また、

成果
企

課

業に対して事業計画の

款

段階から相談に応じ、

項

本制度の利用促進に努

目

めた。さらに、愛知県

担

の補助制度の利用につ

当

いても

企業と連携しな

係

がら対応し、企業の負

工

担軽減と事業拡大に寄

業

与することで、企業の

振

市外流出防止とともに

興

地域経済の振興

を図る



7 1 1

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市内中

平

小企業は好調な自動車

成

関連産業を中心に取引

２

先企
・法的業務

高い
業

８

からの需要拡大に対応

年

するため生産体制の強

度

化が急務と
必要性 ・市

（

民ニーズ、社会需要 な

平

っている。そのため、

成

中小企業の設備投資を

２

支援し、経
・市民生活

７

上必要である　など 営

年

の安定化を図ることは

度

企業の市外への流出防

評

止と地域の
産業振興に

価

必要であると考える。

）

　愛知県が市町村と連

刈

携して実施するとして

谷

施行し、本市
・コスト

市

の節減、費用対効果
普

事

通
も近隣自治体の中で

務

も比較的早期に施行し

事

た。また、本事
効率性

業

・執行体制の効率性 業

評

は愛知県の申請要件を

価

緩和した独自の基準で

シ

補助を行っ
・手段の最

ー

適性　など ており、利

ト

用率を高めるうえで最

（

適な手段であったと考

様

え
る。
　自動車関連企

式

業が集積する本市にお

２

いて、中小企業の発
・

）

市が主体となって実施

会

する
普通

展は、産業振

計

興と市の財政運営上必

名

要不可欠であることか

担

妥当性 　べき事業であ

当

るか ら、経営悪化に歯

部

止めをかけるためにも

産

中小企業の工場の
・総

業

合計画との整合性　な

環

ど 新増設などによる事

境

業拡大及び新規事業導

部

入を支援するこ
とは妥

一

当であると考える。
　

般

本事業は、中小企業の

会

経営基盤の強化と既存

計

工業の高度

施策への ・

産

施策への貢献度
高い

化

業

、拡大化を図るのみな

立

らず、雇用の維持拡大

地

に寄与する
・目標達成

促

度 ものであり、地域産

進

業の振興に大いに貢献

補

すると考える。
貢献度

助

・市民サービスへの効

事

果　など

今後の方向性

業

□拡充　■現状維持　

担

□改善・効率化　□縮

当

小　□終期設定　□休

課

止・廃止

　平成27年

商

度より、市内における

工

新たな設備投資等の企

業

業立地を支援するため

振

に、補助対象者の企業

興

規模を限定せず
立地条

課

件に応じて補助率を引

款

き上げる等の拡充を図

項

っている。
　また、本

目

事業の趣旨普及に努め

担

るとともに制度の積極

当

的な活用による企業の

係

設備投資の促進を図り

工

、事業認定後の
進捗管

業

理を行い、適切な執行

振

管理と、補助金交付後

興

の事業効果の把握等に

係

努める。



興係

7 1

Ｃ
　

1

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 148 7,199 合計 148,487 円
報償費 148,487 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 148 7,199

職員人件費　② 0 0 392 3,042

総事業費（①＋②） 0 0 540 10,241

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

８

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 産

（

業振興

基本施策 商工業

平

施策体系
施策の内容 工

成

業の振興

目
　
　
　
的

　

２

高校生が制作したコマ

７

を用いて競う「高校

主

年

た
る
内
容

　名古屋モー

度

ターショーにて開催さ

評

れる「高
生コマ大戦」

価

を通じて、全国から参

）

加する高 校生コマ大戦

刈

」に協賛し、成績優秀

谷

校に刈谷
校生及び来場

市

者に対し、「ものづく

事

りのまち 市長賞等を授

務

与する。
刈谷」をアピ

事

ールし、人材育成や雇

業

用促進を
目指す。

位
置

評

づ
け

関連計画

根拠法令

価

対象者 参加高校生 事業

シ

期間 平成２６年度 ～

実

ー

施方法 □直営　□委託

ト

　□指定管理　□補助

（

・助成　■その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

部

５年度実績 ２６年度実

産

績 ２７年度実績 ２８年

業

度計画

　 第2回東海地

環

区高校生コマ大戦第3

境

回全国高校生コマ大戦

部

参加第4回全国高校生

一

コマ大戦参加
　 参加高

般

校数　 高校数　 高校数

会

　 27校79チーム 3

計

0校87チーム 30校

高

100チーム（予定）

校

　 ※技能五輪全国大会

生

開催事業 上位8チーム

コ

に副賞を授与 ※高校生

マ

コマ大戦等開催事業
　

大

　　――――――― 　

戦

にて実施 　にて実施

　

協

全国から集まった次代

賛

のものづくり人材を担

事

う高校生に対して「も

業

のづくりのまち刈谷」

担

をＰＲすることができ

当

た。

成果

　観戦する来

課

場者に対しても積極的

商

にＰＲする手法を検討

工

する。

課題

指標名称（

業

単位）
実績値 目標値

２

振

５年度 ２６年度 ２７年

興

度 ２８年度 ３０年度

活

課

動 参加チーム数 ー 79

款

87 100 100
指標

項

活動
指標

　近隣市町で

目

同様の事業を実施して

担

いる自治体はない。
他

当

市との
比較検証

係 工業振



係

7 1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　名古

平

屋モーターショーで開

成

催される「高校生コマ

２

大戦」
・法的業務

普通

８

に協賛することで、多

年

くの来場者に対して「

度

ものづくりの
必要性 ・

（

市民ニーズ、社会需要

平

まち刈谷」をＰＲする

成

機会を得ることができ

２

た。
・市民生活上必要

７

である　など

　隔年開

年

催の予定であった「高

度

校生コマ大戦」を㈱中

評

部経
・コストの節減、

価

費用対効果
高い

済新聞

）

社と本市とで、毎年交

刈

互に主催することで、

谷

各主催
効率性 ・執行体

市

制の効率性 者の経費負

事

担を軽減しつつ、イベ

務

ントの連続性を確保す

事

る
・手段の最適性　な

業

ど ことができた。

　自

評

動車関連産業の集積地

価

である本市の特性に合

シ

致し、東
・市が主体と

ー

なって実施する
高い

海

ト

地域の工業高校生が多

（

数参加するイベントで

様

あるため、
妥当性 　べ

式

き事業であるか 参加者

２

及び来場者に対して「

）

ものづくりのまち刈谷

会

」をＰ
・総合計画との

計

整合性　など Ｒする絶

名

好の機会となった。

　

担

技能五輪全国大会の開

当

催を契機として、若年

部

者の技術向

施策への ・

産

施策への貢献度
普通

上

業

に資するイベントに継

環

続的に関与することで

境

、次代を担
・目標達成

部

度 うものづくり人材の

一

育成支援と市民に対す

般

る技能尊重機運
貢献度

会

・市民サービスへの効

計

果　など の醸成に寄与

高

することができた。

今

校

後の方向性 □拡充　■

生

現状維持　□改善・効

コ

率化　□縮小　□終期

マ

設定　□休止・廃止

　

大

偶数年である平成28

戦

年度は本市が主催者と

協

して、産業振興センタ

賛

ーを会場に第4回大会

事

を開催する。

業
担当課

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

商

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

工

価
　
∨

業振興課

款 項 目 担当係 工業振興



7

商工業者事業資金
　1

1

32件　補助金11,

1

765,409円　106件　補助金7,741,126円 　151件　補助金10,252,635円　150件
・愛知県一般事業資金 ・愛知県一般事業資金
　115件　補助金13,887,556円　6件　　補助金909,952円

　中小企業の融資による円滑な資金繰りを支援し、経営の安定化の一助となった。

成果

　景気動向などにより、対象となる融資制度や補助率、補助限度額を見直す必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

活動 申請件数（件） 556 396 410 350 400
指標

 
指標

　他市においても、信用保証料の補助を行っている。
他市との 近隣市予算額　碧南市23,565千円、安城市80,000千円、西尾市9,327千円、知立市8,900千円、高浜市13,000
比較検証 千円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 93,406 44,846 39,422 50,000 合計 39,421,758 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 39,421,758 円

一般財源 93,406 44,846 3

Ｄ

9,422 50,00

　

0

職員人件費　② 1,

　

403 1,056 1,

　

175 1,141

総事

Ｏ

業費（①＋②） 94,

　

809 45,902 4

　

0,597 51,14

∧

1

建
設
事
業

全体事業費

　

（単位：千円） 0 ２７

　

年度特定財源名称

２７

実

年度までの累積事業費

　

0

２９年度以降の事業

　

費見込 0

施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

８

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 産業振

（

興

基本施策 商工業
施策

平

体系
施策の内容 商業の

成

活性化

目
　
　
　
的

　市

２

内中小企業の発展のた

７

めの融資が円滑に

主
た

年

る
内
容

　愛知県信用保

度

証協会の保証により融

評

資を受
行われるよう信

価

用保証料を補助し、経

）

費の軽 けた中小企業に

刈

対し、その金額に対す

谷

る信用
減を図る。 保証

市

料の全部又は一部を補

事

助する。
○補助融資制

務

度　愛知県小規模企業

事

等振興資
　金・愛知県

業

経済環境適応資金・刈

評

谷市商工
　業者事業資

価

金
○補助率　融資制度

シ

、借入額に応じて10

ー

0～　
　　　　　50

ト

％の間で変動。
○限度

（

額　同一年度内で20

様

0千円
　　　　（市外

式

事業者は100千円）

１

位
置
づ
け

関連計画  

根

）

拠法令 信用保証料補助

会

金交付要綱

対象者 市内

計

事業者 事業期間 昭和５

名

６年度 ～

実施方法 □直

担

営　□委託　□指定管

当

理　■補助・助成　□

部

その他

産業環境部

一般会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

２５年度実績

信

２６年度実績 ２７年度

用

実績 ２８年度計画

・愛

保

知県小規模企業等振興

証

資 ・愛知県小規模企業

料

等振興資 ・愛知県小規

補

模企業等振興資 ・愛知

助

県小規模企業等振興資

事

　金 　金 　金 　金
　8

業

1件　補助金10,9

担

16,100円 　74

当

件　補助金5,721

課

,455円 　74件　

商

補助金6,298,8

工

51円 　50件
・愛知

業

県経済環境適応資金 ・

振

愛知県経済環境適応資

興

金 ・愛知県経済環境適

課

応資金 ・愛知県経済環

款

境適応資金
　228件

項

　補助金56,836

目

,805円　210件

担

　補助金30,473

当

,692円　185件

係

　補助金22,870

商

,272円　150件

業

・刈谷市商工業者事業

振

資金 ・刈谷市商工業者

興

事業資金 ・刈谷市商工

係

業者事業資金 ・刈谷市



1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　中小企業

平

にとって、融資による

成

円滑な資金繰りは経営

２

の
・法的業務

高い
安定

８

化、拡充を図る上で重

年

要である。
必要性 ・市

度

民ニーズ、社会需要 　

（

公共性の高い市及び県

平

の融資制度を補助対象

成

とすること
・市民生活

２

上必要である　など は

７

、該当制度の利用率向

年

上に資する有効的な手

度

段である。

　中小企業

評

の業態は多種多様であ

価

り、それぞれの業種や

）

経
・コストの節減、費

刈

用対効果
普通

営状況に

谷

応じて支援することは

市

困難である。
効率性 ・

事

執行体制の効率性 　補

務

助金による支援体制を

事

採ることによって、公

業

共性の高
・手段の最適

評

性　など い融資制度を

価

補填する形で中小企業

シ

に対して平等に支援を

ー

行うことができる。
　

ト

補助対象となる融資制

（

度は、中小企業にとっ

様

て利便性の
・市が主体

式

となって実施する
高い

２

高いものであり、その

）

利用率を上げることは

会

中小企業の経
妥当性 　

計

べき事業であるか 営安

名

定化に直接つながるも

担

のである。産業振興の

当

観点から
・総合計画と

部

の整合性　など 中小企

産

業の経営支援は市が主

業

体となって実施するべ

環

き事業
であると考える

境

。
　第7次総合計画に

部

おける、工業の振興、

一

商業の活性化を実

施策

般

への ・施策への貢献度

会

高い
現する上で、市内

計

中小企業の経営の安定

信

化、事業拡大を図
・目

用

標達成度 るための融資

保

は必要不可欠なもので

証

あり、それらの利用促

料

貢献度 ・市民サービス

補

への効果　など 進につ

助

ながる本事業の重要性

事

、効果も高いと考える

業

。

今後の方向性 □拡充

担

　■現状維持　□改善

当

・効率化　□縮小　□

課

終期設定　□休止・廃

商

止

・景気の動向、市内

工

中小企業者の業況を勘

業

案し、必要に応じて補

振

助対象融資制度や補助

興

限度額の見直しを図る

課

。

款 項 目

Ｃ
 
　
Ｈ

担

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

当

　
∧
　
評
　
価
　
∨

係 商業振興係

7



1

業の実施効果は大きい

1

ものであった。

　両イベントとも既存の事業内容にこだわらず、今後も工夫・アイデアを講じて、参加店舗だけではなく来店者ニーズも

取り入れることによってさらなる評価の向上をねらい、事業内容を検討する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

活動 参加店舗数（かりや商業まつり） 164 150 141 150 150
指標 （店舗）
活動 参加店舗数（一店逸品運動）（店舗） 50 50 50 50 50
指標

　近隣の商工会議所等でも、同様に一店逸品運動、商業まつりを展開しており、市が補助している場合もあ
他市との る。なお、平成28年度当初予算ベースでは碧南市（商業まつり：2,000千円、一店逸品：1,000千円）
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 9,700 9,661 10,000 10,000 合計 10,000,000 円
委託料 10,000,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 9,700 9,661 10,000 10,000

職員人件費　② 701 704 783 1,521

総事業費（①＋②） 10,401

Ｄ

10,365 10,7

　

83 11,521

建
設

　

事
業

全体事業費（単位

　

：千円） 0 ２７年度特

Ｏ

定財源名称

２７年度ま

　

での累積事業費 0

２９

　

年度以降の事業費見込

∧

0

　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

８

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 産業振興

（

基本施策 商工業
施策体

平

系
施策の内容 商業の活

成

性化

目
　
　
　
的

　市内

２

全域の小売商業者・サ

７

ービス業者の活

主
た
る

年

内
容

　商業者活性化の

度

ため、かりや商業まつ

評

りと
性化のためのイベ

価

ントや講習等を開催し

）

、や 一店逸品運動を刈

刈

谷商工会議所に委託す

谷

る。
る気のある商業者

市

の育成を図る。
　また

事

、高齢化や後継者不足

務

などによる商店
街の組

事

織力低下を補い、地域

業

商店街の活性化
を目指

評

す。

位
置
づ
け

関連計画

価

 

根拠法令  

対象者 市

シ

内事業者及び消費者 事

ー

業期間 平成１８年度 ～

ト

実施方法 □直営　■委

（

託　□指定管理　□補

様

助・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

産

２５年度実績 ２６年度

業

実績 ２７年度実績 ２８

環

年度計画

・かりや商業

境

まつり ・かりや商業ま

部

つり ・かりや商業まつ

一

り ・かりや商業まつり

般

　委託金額　5,70

会

0,357円 　　委託

計

金額　5,661,0

商

87円 　　委託金額　

業

6,000,000円

者

　　委託金額　6,0

活

00,000円
・一店

性

逸品運動 ・一店逸品運

化

動 ・一店逸品運動 ・一

事

店逸品運動
　委託金額

業

　4,000,000

担

円 　　委託金額　4,

当

000,000円 　　

課

委託金額　4,000

商

,000円 　　委託金

工

額　4,000,00

業

0円

・かりや商業まつ

振

りでは、参加店舗で買

興

い物をした人の中から

課

抽選で当たる景品が用

款

意されたほか、Ｗチャ

項

ンスとして再

成果
　び

目

地域商店に還元される

担

商品券を発行したこと

当

が効果的であった。

・

係

一店逸品運動では、パ

商

ンフレットの市内全戸

業

配布による周知徹底と

振

ＷＥＢサイトを活用し

興

た個店のＰＲ強化を図

係

ったこ

　とで、事業の

7

認知度が高くなり、事



1

支援が必要である。

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　大規模店舗

平

の進出や長期に渡る景

成

気低迷により、商店街

２

・法的業務
普通

を取り

８

巻く状況は年々厳しさ

年

を増している。そのた

度

め、統
必要性 ・市民ニ

（

ーズ、社会需要 一のイ

平

ベントにより商店が一

成

体となって来店者数の

２

増加を
・市民生活上必

７

要である　など 図り、

年

また個店が持つ逸品を

度

ＰＲすることにより地

評

元での
消費促進に効果

価

があるため、本事業は

）

必要である。
　小売業

刈

者・サービス業者の活

谷

性化を図るため、商業

市

者及
・コストの節減、

事

費用対効果
普通

び商店

務

街の支援を行うもので

事

ある。そのため、事業

業

を効果
効率性 ・執行体

評

制の効率性 的・効率的

価

に実施し、目的を達成

シ

するために、より専門

ー

的
・手段の最適性　な

ト

ど な知識を有し、小売

（

商業及び商業者を熟知

様

する商工会議所
に委託

式

することが最も事業効

２

果が期待できる。
　第

）

7次刈谷市総合計画で

会

は、地域や店の特性を

計

活かした魅
・市が主体

名

となって実施する
普通

担

力ある商店街づくりを

当

めざす姿としており、

部

その目標の実
妥当性 　

産

べき事業であるか 現の

業

ために商業者自身が地

環

域コミュニティの拠点

境

となるよ
・総合計画と

部

の整合性　など うな地

一

域密着型商業や消費者

般

ニーズに対応するため

会

にも重
要な事業である

計

。
　商業団体と商工会

商

議所が連携し、継続的

業

に事業を行うこ

施策へ

者

の ・施策への貢献度
普

活

通
とで、多くの消費者

性

が商店街に足を運ぶこ

化

ととなり、商店
・目標

事

達成度 街が潤うととも

業

に、個店の基礎体力向

担

上によって商店街だ
貢

当

献度 ・市民サービスへ

課

の効果　など けでなく

商

地域の活性化に効果が

工

あると考える。

今後の

業

方向性 □拡充　□現状

振

維持　■改善・効率化

興

　□縮小　□終期設定

課

　□休止・廃止

　地域

款

商店街は、消費者高齢

項

化や生活様式の変化、

目

大型複合店舗の進出か

担

ら、さらに競争力が低

当

下することが懸念さ
れ

係

る。そのため、商業者

商

に対しても個店の特性

業

を活かして積極的な商

振

品開発などを促すこと

興

により、行政と商業者

係

が
協議・連携を図るこ

7

とが商業の活性化につ

1

ながるため、継続的な



当

の設備投資に係る補助

係

制度を持っている。
他

商

市との 　碧南市108

業

,540千円、安城市

振

280,000千円
比

興

較検証

係

7 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 16,698 14,908 40,000 合計 14,908,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 14,908,000 円

一般財源 0 16,698 14,908 40,000

職員人件費　② 0 1,056 1,175 1,141

総事業費（①＋②） 0 17,754 16,083 41,141

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 産業振興

基本

平

施策 商工業
施策体系

施

成

策の内容 商業の活性化

２

目
　
　
　
的

  小規模

７

企業者の設備投資の促

年

進及び経営基

主
た
る
内

度

容

　事業の継続・拡大

評

のために一定額以上の

価

設
盤の強化を図るため

）

、市内に所在する事業

刈

所 備投資を行う小規模

谷

企業者に対して、補助

市

金
に係る設備の更新等

事

を行う小規模企業者に

務

対 を交付する。
して補

事

助金を交付する。 ○対

業

象者　　中小企業基本

評

法に定める小規模
　　

価

　　　　企業者
○対象

シ

経費　市内に所在する

ー

事業所に係る
　　　　

ト

　　設備の更新、修繕

（

、取得経費
　　　　　

様

　（償却資産の取得価

式

額）の合計
　　　　　

１

　額が3,000千円

）

以上のもの
○補助率　

会

　100分の5
○限度

計

額　　5,000千円

名

位
置
づ
け

関連計画

根拠

担

法令 刈谷市小規模企業

当

者設備投資促進補助金

部

交付要綱

対象者 市内小

産

規模企業者 事業期間 平

業

成２６年度 ～ 平成２８

環

年度

実施方法 □直営　

境

□委託　□指定管理　

部

■補助・助成　□その

一

他

般会計
小規模企業

Ｂ
　
事
　
業
　
実

者

　
績

２５年度実績 ２６

設

年度実績 ２７年度実績

備

２８年度計画

　 ・補助

投

金額　16,698,

資

000円 ・補助金額　

促

14,908,000

進

円 ・補助金額　40,

補

000,000円
　
　

助

　
　　　――――――

事

―

　小規模企業者の事

業

業継続及び拡大に伴う

担

設備投資に係る経費負

当

担を軽減することがで

課

きた。

成果

　補助制度

商

の周知を徹底し、利用

工

促進を図る。

課題

指標

業

名称（単位）
実績値 目

振

標値

２５年度 ２６年度

興

２７年度 ２８年度 ３０

課

年度

活動 申請件数（件

款

） ― 14 17 20 ―
指

項

標

指標
　制度設計に相

目

違点はあるが、他市に

担

おいても小規模企業者



係 商業振興係

7 1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の

平

理由

　設備更新等に係

成

る経費の一部を補助す

２

ることで、地域産
・法

８

的業務
高い

業の基盤を

年

支えている小規模企業

度

者の事業の継続及び拡

（

大
必要性 ・市民ニーズ

平

、社会需要 が図られる

成

ことから、本事業の必

２

要性は高いと考える。

７

・市民生活上必要であ

年

る　など

　補助対象と

度

なるのは、本市の償却

評

資産課税台帳に登録さ

価

・コストの節減、費用

）

対効果
普通

れた機械等

刈

の設備であり、小規模

谷

企業者が自らの事業に

市

要
効率性 ・執行体制の

事

効率性 するものである

務

ことを確認しているこ

事

とから、審査に係る
・

業

手段の最適性　など 効

評

率性及び最適性を確保

価

している。

　第7次刈

シ

谷市総合計画では、商

ー

工業のめざす姿を「企

ト

業の
・市が主体となっ

（

て実施する
高い

経営環

様

境が安定、合理化して

式

いる」と掲げており、

２

小規模
妥当性 　べき事

）

業であるか 企業者の事

会

業継続・拡大を図る本

計

事業は、総合計画のめ

名

ざ
・総合計画との整合

担

性　など すべき姿に即

当

したものと考える。

　

部

事業者の経費負担を軽

産

減することで、事業の

業

継続及び拡

施策への ・

環

施策への貢献度
高い

大

境

を図ることができ、市

部

内産業の活性化につな

一

がることか
・目標達成

般

度 ら、本事業の波及効

会

果は高いものと考える

計

。
貢献度 ・市民サービ

小

スへの効果　など

今後

規

の方向性 □拡充　□現

模

状維持　■改善・効率

企

化　□縮小　■終期設

業

定　□休止・廃止

　申

者

請状況を勘案し、事業

設

者のニーズを捉えた制

備

度設計を再考する。

投資促進

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

補

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

助

　
評
　
価
　
∨

事業
担当課 商工業振興課

款 項 目 担当



目

助成制度を持っている

担

。
他市との 　碧南市1

当

1,291千円　安城

係

市1,500千円　知

商

立市706千円
比較検

業

証

振興係

7 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 320 583 2,400 合計 582,525 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 582,525 円

一般財源 0 320 583 2,400

職員人件費　② 0 704 783 760

総事業費（①＋②） 0 1,024 1,366 3,160

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 産業振興

平

基本施策 商工業
施策体

成

系
施策の内容 商業の活

２

性化

目
　
　
　
的

　小規

７

模事業者は、経営内容

年

が不安定である

主
た
る

度

内
容

　日本政策金融公

評

庫（国民生活事業）に

価

よる
こと、担保・信用

）

力が乏しい等の理由か

刈

ら資 小規模事業者経営

谷

改善資金融資制度（通

市

称マ
金調達に課題を抱

事

える場合が多い。 ル経

務

融資）を小規模事業者

事

が利用した場合、
　そ

業

のため、商工会議所等

評

による経営指導を 一定

価

期間利子補給を行う。

シ

受けることを条件に日

ー

本政策金融公庫が無担

ト

保・無保証・低利で融

（

資を行う小規模事業者

様

経営改善資金融資制度

式

の利用促進を図り、資

１

金調達を支援する。

位

）

置
づ
け

関連計画

根拠法

会

令 刈谷市小規模事業者

計

経営改善資金利子補給

名

補助金交付要綱

対象者

担

小規模事業者 事業期間

当

平成２６年度 ～ 平成２

部

８年度

実施方法 □直営

産

　□委託　□指定管理

業

　■補助・助成　□そ

環

の他

境部

一般会計
小規

Ｂ
　
事
　
業
　

模

実
　
績

２５年度実績 ２

事

６年度実績 ２７年度実

業

績 ２８年度計画

　 補助

者

金額　319,507

経

円 補助金額　582,

営

525円 補助金額　2

改

,400,000円
　

善

　
　
　　　―――――

資

――

　事業者が支払う

金

利子の一部を補助する

利

ことで、小規模事業者

子

経営改善資金融資制度

補

の利用促進を図り、資

給

金繰りの一助

成果
とす

事

ることができた。

　助

業

成制度の周知を図り、

担

小規模事業者経営改善

当

資金融資制度のより一

課

層の利用促進を図る。

商

課題

指標名称（単位）

工

実績値 目標値

２５年度

業

２６年度 ２７年度 ２８

振

年度 ３０年度

活動 申請

興

件数（件） ― 18 25

課

20 20
指標

指標
　制

款

度設計に相違点はある

項

が、近隣市においても



担当係 商業振興係

7 1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評

平

価の理由

　小規模事業

成

者の経営安定化に円滑

２

な資金調達は必要不可

８

・法的業務
高い

欠な要

年

素であり、小規模事業

度

者にとって有利なマル

（

経融資
必要性 ・市民ニ

平

ーズ、社会需要 の利用

成

性を高める利子補給の

２

必要性は高いと考える

７

。
・市民生活上必要で

年

ある　など

　マル経融

度

資は商工会議所の経営

評

指導を受けることを条

価

件
・コストの節減、費

）

用対効果
普通

としてお

刈

り、単に資金調達を支

谷

援するだけでなく、経

市

営の
効率性 ・執行体制

事

の効率性 安定化に向け

務

た指導・助言を受ける

事

機会の提供にも繋がる

業

・手段の最適性　など

評

ため効率的な手法であ

価

ると考える。

　第7次

シ

刈谷市総合計画では、

ー

商工業のめざす姿を「

ト

企業の
・市が主体とな

（

って実施する
高い

経営

様

環境が安定、合理化し

式

ている」と掲げており

２

、小規模
妥当性 　べき

）

事業であるか 事業者が

会

必要とする資金調達の

計

一助となる本事業を市

名

が行
・総合計画との整

担

合性　など う妥当性は

当

高いものと考える。

　

部

マル経融資の利用にあ

産

たり、本事業の存在が

業

後押しとな

施策への ・

環

施策への貢献度
普通

っ

境

たという声も頂いてお

部

り、市内小規模事業者

一

の円滑な資
・目標達成

般

度 金繰りに資する施策

会

となっている。
貢献度

計

・市民サービスへの効

小

果　など

今後の方向性

規

□拡充　■現状維持　

模

□改善・効率化　□縮

事

小　■終期設定　□休

業

止・廃止

　経営安定化

者

を望む事業者の資金繰

経

りが円滑に行われるよ

営

う、マル経融資を借り

改

やすくすることが本事

善

業の目的であ
り、多く

資

の事業者に本補助制度

金

の周知を図っていく。

利

また経済状況の変化を

子

捉え、臨機応変に対応

補

することが重要と
考え

給

る。

事業
担

Ｃ
 
　

当

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

課

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

商工業振興課

款 項 目



.0 100.0
指標

  愛知県内の他市で、事業化して開催しているのは本市のみである。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 137 127 109 464 合計 109,188 円
委託料 79,488 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 使用料及び賃借料 29,700 円

一般財源 137 127 109 464

職員人件費　② 1,403 1,408 1,567 1,521

総事業費（①＋②） 1,540 1,535 1,676 1,985

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

８

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 産業振興

基本

（

施策 商工業
施策体系

施

平

策の内容 雇用・就労の

成

安定確保

目
　
　
　
的

　

２

若年者、女性、再就職

７

希望者等の就業支援

主

年

た
る
内
容

　県や関係機

度

関と連携して、新規学

評

卒者、学
及び企業の人

価

材確保支援を実施し、

）

就業機会 卒者の保護者

刈

、再就職希望者等に対

谷

し、セミ
の増大を図る

市

。 ナーや講座等を開催

事

する。
　また、労働者

務

、事業者に対し、就業

事

環境の
整備を啓発する

業

セミナーや講座を開催

評

する。

位
置
づ
け

関連計

価

画  

根拠法令  

対象者

シ

市民、事業者 事業期間

ー

平成１９年度 ～

実施方

ト

法 ■直営　■委託　□

（

指定管理　□補助・助

様

成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　

部

事
　
業
　
実
　
績

２５年

産

度実績 ２６年度実績 ２

業

７年度実績 ２８年度計

環

画

セミナー・講座回数

境

　5回 セミナー・講座

部

回数　6回 セミナー・

一

講座回数　7回 セミナ

般

ー・講座回数　6回
就

会

職相談窓口開設回数　

計

13回 就職相談窓口開

就

設回数　11回 就職相

業

談窓口開設回数　6回

支

就職相談窓口開設回数

援

　17回
　

　参加者か

事

らは、役に立った、悩

業

みが解消した、有意義

担

であった等の多くの声

当

が寄せられ、成果を数

課

値では表せないが、

成

商

果
就業支援に繋がった

工

。

　目まぐるしく変化

業

する雇用情勢に対応し

振

た事業実施が求められ

興

るため、その時々に見

課

合った内容、開催時期

款

であったか

の検証や、

項

事業実施後のアフター

目

フォローを行う必要が

担

あると考える。
課題

指

当

標名称（単位）
実績値

係

目標値

２５年度 ２６年

工

度 ２７年度 ２８年度 ３

業

０年度

活動 セミナー、

振

講座の参加率（％） 7

興

0.7 59.3 64.

係

8 70.0 75.0
指

5

標
活動 就職相談窓口利

1

用率（％） 86.7 7

1

3.3 40.0 100



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　産業構造の変化

平

や若年労働者の減少、

成

団塊世代の退職、
・法

２

的業務
高い

フリーター

８

の増加など、雇用情勢

年

が変わる中、労働環境

度

は
必要性 ・市民ニーズ

（

、社会需要 大きく変化

平

している。そのため、

成

求職者、労働者への情

２

報
・市民生活上必要で

７

ある　など 提供や啓発

年

を積極的に進め、就業

度

支援の一層の充実を図

評

る
必要がある。
　様々

価

なニーズの方、さらに

）

対象者を限定している

刈

ため、
・コストの節減

谷

、費用対効果
普通

費用

市

対効果での評価は難し

事

いが、関係機関と連携

務

し、事業
効率性 ・執行

事

体制の効率性 効果を上

業

げるべく工夫する必要

評

がある。
・手段の最適

価

性　など

　学卒者、フ

シ

リーターなどの若年者

ー

、女性、中高年齢者に

ト

・市が主体となって実

（

施する
高い

対し、就労

様

機会の増大に努めるこ

式

と、また企業の雇用ニ

２

ー
妥当性 　べき事業で

）

あるか ズの確保を支援

会

することは、行政が率

計

先して取り組むべき
・

名

総合計画との整合性　

担

など 課題である。

　様

当

々なニーズに応じ、各

部

種セミナーを開催する

産

ことによ

施策への ・施

業

策への貢献度
高い

り、

環

就労機会の増大に努め

境

、雇用・就労の安定確

部

保に寄与
・目標達成度

一

している。
貢献度 ・市

般

民サービスへの効果　

会

など

今後の方向性 □拡

計

充　■現状維持　□改

就

善・効率化　□縮小　

業

□終期設定　□休止・

支

廃止

　雇用情勢、労働

援

環境の変化に対応した

事

事業を展開していくと

業

ともに、今後も様々な

担

ニーズに応じた就労機

当

会の増大
に努める。

課 商工業

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

振

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

興

　
評
　
価
　
∨

課

款 項 目 担当係 工業振興係

5 1 1



振興係

7 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,054 8,649 8,448 0 合計 8,447,506 円
委託料 8,447,506 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 5,054 8,649 8,448 0

職員人件費　② 1,052 1,056 1,175 0

総事業費（①＋②） 6,106 9,705 9,623 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　

８

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

産業振興

基本施策 商工

平

業
施策体系

施策の内容

成

工業の振興

目
　
　
　
的

２

　商工業者の設備投資

７

、後継者育成等を支援

年

主
た
る
内
容

　企業ＯＢ

度

人材を活用して、業種

評

に関わらず
することに

価

より、市内商工業の生

）

産性・作業 市内中小企

刈

業を対象に、企業が抱

谷

える課題を
性の向上、

市

経営基盤の強化につな

事

げ、地域産 調査し、本

務

市の商工業振興施策の

事

基礎資料と
業を活性化

業

させる。 する他、有効

評

な設備投資の誘導、投

価

資後の支
援などの業務

シ

改善指導を行う。

位
置

ー

づ
け

関連計画

根拠法令

ト

対象者 市内中小企業者

（

事業期間 平成２５年度

様

～ 平成２７年度

実施方

式

法 □直営　■委託　□

１

指定管理　□補助・助

）

成　□その他

会計名 担当部 産業

Ｂ
　

環

事
　
業
　
実
　
績

２５年

境

度実績 ２６年度実績 ２

部

７年度実績 ２８年度計

一

画

訪問調査企業数　3

般

69社 訪問調査企業数

会

　108社 訪問調査企

計

業数　106社 　
改善

商

指導企業数　6社 改善

工

指導企業数　10社 改

業

善指導企業数　9社 　

者

　
　
　　　―――――

業

――

・市職員が同行し

務

た際の訪問調査では、

改

直に傾聴することで市

善

内企業が抱える課題等

支

のニーズを把握できた

援

。

成果
・ニーズに応じ

事

た補助金等の各種施策

業

情報を直接提供するこ

担

とができた。

　企業側

当

が指導時間を確保でき

課

ないとの理由もあり、

商

当初想定指導時間まで

工

達しなかった。

課題

指

業

標名称（単位）
実績値

振

目標値

２５年度 ２６年

興

度 ２７年度 ２８年度 ３

課

０年度

活動 訪問調査企

款

業数 369 108 10

項

6 ― ―
指標
活動 改善指

目

導企業数 6 10 9 ― ―

担

指標
　愛知県内では、

当

事業化しているのは本

係

市のみである。
他市と

工

の
比較検証

業



目

標
活動
指標

　本市の取

担

組みを参考に碧南市に

当

おいても今年度に同様

係

のイベントが開催され

工

る。予算額1,000

業

千円
他市との
比較検証

振興係

7 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 1,070 0 合計 1,070,315 円
使用料及び賃借料 344,490 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 725,825 円

一般財源 0 0 1,070 0

職員人件費　② 0 0 2,350 0

総事業費（①＋②） 0 0 3,420 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 産業振興

平

基本施策 商工業
施策体

成

系
施策の内容 工業の振

２

興

目
　
　
　
的

　日本の

７

伝統技術「からくり」

年

を活かした製

主
た
る
内

度

容

　愛知県及び（公社

評

）日本プラントメンテ

価

ナ
造現場の改善作品を

）

展示する「愛知からく

刈

り ンス協会と共同で、

谷

「愛知からくりくふう

市

展
くふう展ｉｎ刈谷」

事

の開催を通じて、創意

務

工 ｉｎ刈谷」を開催す

事

る。
夫の楽しさを伝え

業

、ものづくりに対する

評

興味
を育む。

位
置
づ
け

価

関連計画

根拠法令

対象

シ

者 対象者を限定せず 事

ー

業期間 平成２７年度 ～

ト

平成２７年度

実施方法

（

□直営　□委託　□指

様

定管理　□補助・助成

式

　■その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事

産

　
業
　
実
　
績

２５年度

業

実績 ２６年度実績 ２７

環

年度実績 ２８年度計画

境

　 　 ・開催日 　
　 　 　

部

　平成28年3月12

一

日 　
　 　 ・開催場所 　

般

　 　 　　産業振興セン

会

ター 　
　　　――――

計

――― 　　　――――

愛

――― ・出展団体数 　

知

　　―――――――
　

か

　12団体

・日本の伝

ら

統技術「からくり」に

く

ついて、そのしくみや

り

発展の歴史、製造現場

く

における現在の活用状

ふ

況をわかりやすく展

成

う

果
　示・実演すること

展

で、子どもから大人ま

ｉ

で楽しく学べる機会を

ｎ

提供することができた

刈

。

・工作教室等で直に

谷

ものづくりを体験する

開

ことにより、小中高生

催

を始めとした次代を担

事

うものづくり人材の育

業

成を図るこ

　とができ

担

た。

　トヨタ系各社や

当

大学、発明クラブ等多

課

くの出展協力を得るこ

商

とができたが、市内中

工

小企業の出展は1社に

業

留まった。

課題

指標名

振

称（単位）
実績値 目標

興

値

２５年度 ２６年度 ２

課

７年度 ２８年度 ３０年

款

度

活動 来場者数（人）

項

― ― 2,100 ― ―
指



業

ーアップ

する仕組みが

振

必要。
課題

指標名称（

興

単位）
実績値 目標値

２

係

５年度 ２６年度 ２７年

7

度 ２８年度 ３０年度

活

1

動 見本市出展企業数（

1

社） 4
指標
活動
指標

　市がブースを借り上げ、企業へ出展機会を提供するのは本市のみである。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 7,906 0 合計 7,905,700 円
旅費 10,200 円

財
　
源

特定財源 0 0 7,762 0 委託料 6,534,000 円
使用料及び賃借料

一般財源 0 0 144 0 1,361,500 円

職員人件費　② 0 0 2,350 0

総事業費（①＋②） 0 0 10,256 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 地域活性化・地域住民生活等
緊急支援交付金（国）

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　

８

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 産業振興

基本施策 商

平

工業
施策体系

施策の内

成

容 工業の振興

目
　
　
　

２

的

　展示商談会等にお

７

いて、市内事業者が保

年

有

主
た
る
内
容

　平成2

度

7年11月20日から

評

23日まで開催される

価

する優れた技術、製品

）

等を広く市場に紹介す

刈

第19回名古屋モータ

谷

ーショーにおいて、複

市

数
る機会を提供するこ

事

とにより、販路開拓・

務

拡 小間のブースを借り

事

上げ、本市のＰＲ活動

業

を
大及び技術の向上を

評

促進し、本市の基幹産

価

業 行うとともに、市内

シ

事業者に出展機会を提

ー

供
である自動車産業の

ト

活性化及び市内事業者

（

の する。
経営基盤の強

様

化を支援する。

位
置
づ

式

け

関連計画

根拠法令

対

１

象者 市内事業者 事業期

）

間 平成２７年度 ～ 平成

会

２７年度

実施方法 ■直

計

営　■委託　□指定管

名

理　□補助・助成　□

担

その他

当部 産業環境部

一

Ｂ
　
事
　
業

般

　
実
　
績

２５年度実績

会

２６年度実績 ２７年度

計

実績 ２８年度計画

　 　

自

・開催月日　11月2

動

0日～23日 　
　 　 ・

車

開催場所　 　
　 　 　　

産

　ポートメッセなごや

業

　
　 　 ・出展者数　4

販

社 　
　　　―――――

路

―― 　　　―――――

開

―― ・来場者数　 　　

拓

　―――――――
　　

支

　203,500人（

援

会期全体）

　名古屋モ

事

ーターショーにおいて

業

市内事業者に出展機会

担

を提供し、優れた技術

当

力を広くＰＲすること

課

で、企業の販路拡大

成

商

果
を支援することがで

工

きた。

　また、多様な

業

客層をブースに誘引で

振

きたことから、従来の

興

ターゲット以外との商

課

談を通じて新たな販路

款

や営業方針につ

いて見

項

直す機会を創出した。

目

　実際の成約に繋がっ

担

た等の事業効果を年度

当

中に把握しきれなかっ

係

たため、中長期にわた

工

って出展効果をフォロ



振

72 420 ―
指標
活動

興

指標
　西尾市において

係

も今年度に製造業を営

7

む企業の従業員を対象

1

とした研修を実施して

1

いる。予算額：1,000
他市との 千円
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 9,791 0 合計 9,791,280 円
委託料 9,791,280 円

財
　
源

特定財源 0 0 9,000 0

一般財源 0 0 791 0

職員人件費　② 0 0 2,350 0

総事業費（①＋②） 0 0 12,141 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 地域活性化・地域住民生活等
緊急支援交付金（国）

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　

８

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

産業振興

基本施策 商工

平

業
施策体系

施策の内容

成

工業の振興

目
　
　
　
的

２

　市内企業の経営基盤

７

の強化及び人材育成を

年

主
た
る
内
容

　目標設定

度

、課題解決、経営戦略

評

などについ
図ることで

価

、中小企業の活性化を

）

促す。 て、職歴・階層

刈

別及びテーマ別に研修

谷

を実施
する。

位
置
づ
け

市

関連計画

根拠法令

対象

事

者 市内中小企業従業員

務

事業期間 平成２７年度

事

～

実施方法 □直営　■

業

委託　□指定管理　□

評

補助・助成　□その他

価シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

会

績

２５年度実績 ２６年

計

度実績 ２７年度実績 ２

名

８年度計画

　 　 ・研修

担

対象コース ・研修対象

当

コース
　 　 　　2階層

部

　　2階層
　 　 ・参加

産

者数 ・参加者（各30

業

人）
　 　 　　新人、若

環

手～中堅社員 　　新人

境

、若手～中堅社員
　　

部

　――――――― 　　

一

　――――――― 　　

般

34人 　　管理、監督

会

職～経営者
　　管理、

計

監督職～経営者 ・研修

商

実施回数
　　28人 　

工

　各コース全7回
・研

業

修実施回数 ※中小企業

者

活性化事業にて実
　　

経

各コース全7回 　施

・

営

機関紙へのチラシ折込

強

み等により広く事業を

化

周知することができた

支

。

成果
・各コース最終

援

回まで高い出席率が達

事

成できた。

・参加者の

業

業種及び職種を限定し

担

なかったことにより、

当

参加者間での異業種交

課

流ができた。

・研修実

商

施後の受講者の所属組

工

織への影響調査でも姿

業

勢・発言等が「良くな

振

った」と好評を得るこ

興

とができた。

　コース

課

間での交流の機会を設

款

けることまでは至らな

項

かったため、次年度に

目

て計画する。

課題

指標

担

名称（単位）
実績値 目

当

標値

２５年度 ２６年度

係

２７年度 ２８年度 ３０

工

年度

活動 参加者数（延

業

べ人数）（人） ― ― 3



1

名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

活動 来場者数(人) 24,000 26,000 24,000 26,000 28,000
指標
活動 参加企業数(社) 69 65 70 70 70
指標

　安城市は5年に1度の開催である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 10,059 10,201 10,328 10,776 合計 10,328,387 円
需用費 237,987 円

財
　
源

特定財源 1,193 990 1,090 1,000 委託料 8,910,000 円
使用料及び賃借料

一般財源 8,866 9,211 9,238 9,776 1,180,400 円

職員人件費　② 2,104 2,112 2,350 2,281

総事業費（①＋②） 12,163 12,313 12,678 13,057

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 広告料収入

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

８

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 産業振興

基

（

本施策 商工業
施策体系

平

施策の内容 商業の活性

成

化

目
　
　
　
的

　刈谷産

２

業まつりを開催し、人

７

と産業のふれ

主
た
る
内

年

容

　碧海5市の事業者

度

による製品や商品の展

評

示と
あい、交流をテー

価

マに活気と魅力あふれ

）

る街 即売、県外からの

刈

物産展、市内商工業団

谷

体等
づくりを目指す。

市

による即売会、各種イ

事

ベントを開催する。

位

務

置
づ
け

関連計画  

根拠

事

法令  

対象者 対象者を

業

限定せず 事業期間 平成

評

９年度 ～

実施方法 ■直

価

営　■委託　□指定管

シ

理　□補助・助成　□

ー

その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業

名

　
実
　
績

２５年度実績

担

２６年度実績 ２７年度

当

実績 ２８年度計画

・開

部

催月日　11月2日、

産

3日 ・開催月日　11

業

月1日、2日 ・開催月

環

日　11月7日、8日

境

・開催月日　11月5

部

日、6日
・開催場所 ・

一

開催場所 ・開催場所 ・

般

開催場所
　　産業振興

会

センター 　　産業振興

計

センター 　　産業振興

産

センター 　　産業振興

業

センター
・来場者数　

展

24,000人 ・来場

開

者数　26,000人

催

・来場者数　24,0

事

00人 ・来場者数　2

業

6,000人

　市民へ

担

の企業ＰＲをはじめ、

当

企業間交流の場として

課

の成果もあり、さらに

商

、県内工業高校生によ

工

る技能五輪競技職種で

業

成果
もある移動式ロボ

振

ット大会を同日に開催

興

することにより、もの

課

づくり人材の育成を図

款

ることができた。

　ま

項

た、市民に地域産業の

目

理解を深めるとともに

担

、出展者の相互交流に

当

より事業者の新たなビ

係

ジネスチャンスの場と

商

もな

っている。

　広く

業

市民のみなさんに楽し

振

んでご来場いただくと

興

ともに、地元産業のＰ

係

Ｒの場となるようイベ

7

ント内容を充実させる

1

必

要がある。
課題

指標



興

度 ２７年度 ２８年度 ２

係

７年度

（決算） （決算

7

） （決算） （予算） 事

1

業費内訳

事業費　① 9

1

,445 9,445 11,043 9,445 合計 11,043,470 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 11,043,470 円

一般財源 9,445 9,445 11,043 9,445

職員人件費　② 701 352 392 1,521

総事業費（①＋②） 10,146 9,797 11,435 10,966

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

８

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 産

（

業振興

基本施策 商工業

平

施策体系
施策の内容 商

成

業の活性化

目
　
　
　
的

２

　商工業振興団体に対

７

し、団体及び事業補助

年

主
た
る
内
容

　団体運営

度

及び団体の実施事業に

評

補助金を交
を実施し、

価

商工業の活性化を図る

）

。 付する。
・愛知県中

刈

小企業団体中央会
・刈

谷

谷商工会議所
・中小企

市

業相談所
・刈谷市商店

事

街連盟
・刈谷鉄工協議

務

会
・刈谷市菓子工業組

事

合
・第48回愛知ブロ

業

ック大会刈谷大会

位
置

評

づ
け

関連計画  

根拠法

価

令 刈谷市補助金等交付

シ

規則

対象者 各種団体 事

ー

業期間 ～

実施方法 □直

ト

営　□委託　□指定管

（

理　■補助・助成　□

様

その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業

部

　
実
　
績

２５年度実績

産

２６年度実績 ２７年度

業

実績 ２８年度計画

6団

環

体　9,445,00

境

0円交付 6団体　9,

部

445,000円交付

一

7団体　11,043

般

,470円交付 6団体

会

　9,445,000

計

円交付予定

　各団体の

商

積極的な事業実施によ

工

り、市民への啓発、労

業

働者の育成、事業者へ

振

の支援等が図られ、商

興

工業の活性化につな

成

団

果
がった。

　慣例的な

体

支出とせず、事業費を

補

対象として、事業の公

助

共性や公益性を精査し

事

、補助金支出の根拠や

業

補助金額の積算根拠

を

担

明確にする必要がある

当

。
課題

指標名称（単位

課

）
実績値 目標値

２５年

商

度 ２６年度 ２７年度 ２

工

８年度 ３０年度

活動 交

業

付団体数（団体） 6 6

振

7 6 6
指標

 
指標

他市

興

との
比較検証

課

款 項 目 担当係 商

Ｃ
　
事

業

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

振

：千円
２５年度 ２６年



係

市1,925千円、知

商

立市2,367千円
比

業

較検証

振興係

7 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,824 9,196 7,944 10,340 合計 7,944,012 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 7,944,012 円

一般財源 8,824 9,196 7,944 10,340

職員人件費　② 701 704 783 380

総事業費（①＋②） 9,525 9,900 8,727 10,720

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 産業振興

基本施

平

策 商工業
施策体系

施策

成

の内容 商業の活性化

目

２

　
　
　
的

　商業団体が

７

維持管理している街路

年

灯等の電

主
た
る
内
容

　

度

商業団体が維持管理し

評

ている街路灯等の電
灯

価

料等を補助し、商店街

）

の経費節減及び防犯 灯

刈

料、電球交換費及び道

谷

路占用料を100％補

市

助
効果を高める。 する

事

。

位
置
づ
け

関連計画  

務

根拠法令 刈谷市商業団

事

体事業費補助金交付要

業

綱

対象者 団体・事業者

評

事業期間 昭和５５年度

価

～

実施方法 □直営　□

シ

委託　□指定管理　■

ー

補助・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

担

績

２５年度実績 ２６年

当

度実績 ２７年度実績 ２

部

８年度計画

利用団体　

産

9団体 利用団体　9団

業

体 利用団体　8団体 利

環

用団体　8団体
補助金

境

額　8,824,14

部

8円 補助金額　9,1

一

95,627円 補助金

般

額　7,944,01

会

2円 補助金額　10,

計

340,000円

　商

商

店街の街路灯の維持管

業

理経費を支援すること

団

で、商店街の活性化と

体

防犯対策に貢献してい

街

る。また、組合員の減

路

少等

成果
により財政基

灯

盤が弱体化している商

等

業団体の負担を軽減す

電

ることで、商業団体の

灯

活動継続を支援した。

料

　組合員等の減少や商

補

店街の衰退などの理由

助

から、街路灯の所有及

事

び維持管理が困難にな

業

った場合の対応につい

担

て、早急

に検討する必

当

要がある。
課題

指標名

課

称（単位）
実績値 目標

商

値

２５年度 ２６年度 ２

工

７年度 ２８年度 ３０年

業

度

活動  補助対象商業

振

団体数（団体） 9 9 8

興

8 8
指標

 
指標

　近隣

課

市においても補助条件

款

などに差はあるが、電

項

灯料等の補助事業を行

目

っている。
他市との 　

担

近隣市予算額　碧南市

当

6,349千円、西尾



興

指標
 

指標
　補助条件

係

等は異なるが、西三河

7

地域のほとんどの市が

1

補助事業を行っている

1

。なお、平成28年度当初予算
他市との ベースでは碧南市800千円、安城市16,330千円、西尾市1,200千円、知立市1,044千円
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 15,690 17,168 13,844 22,890 合計 13,843,660 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 5,921 4,650 4,901 8,050 交付金 13,843,660 円

一般財源 9,769 12,518 8,943 14,840

職員人件費　② 2,455 2,112 2,350 2,281

総事業費（①＋②） 18,145 19,280 16,194 25,171

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 商業団体事業費補助金（県）

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

８

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 産

（

業振興

基本施策 商工業

平

施策体系
施策の内容 商

成

業の活性化

目
　
　
　
的

２

　商業団体が行う事業

７

等の実施に要する費用

年

主
た
る
内
容

　商業団体

度

がその活性化のために

評

行う各種事
を補助し、

価

中小商業者の組織化を

）

促進すると 業にかかる

刈

経費の一部を補助する

谷

。
ともに、その経営の

市

合理化及び販路の開拓

事

を
図り、商業の活性化

務

を目指す。

位
置
づ
け

関

事

連計画  

根拠法令 刈谷

業

市商業団体事業費補助

評

金交付要綱

対象者 商店

価

街振興組合等 事業期間

シ

昭和５５年度 ～

実施方

ー

法 □直営　□委託　□

ト

指定管理　■補助・助

（

成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　

当

事
　
業
　
実
　
績

２５年

部

度実績 ２６年度実績 ２

産

７年度実績 ２８年度計

業

画

利用団体　8団体 利

環

用団体　10団体 利用

境

団体　11団体 利用団

部

体　10団体
補助金額

一

　15,690,08

般

5円 補助金額　17,

会

168,118円 補助

計

金額　13,843,

商

660円 補助金額　2

業

2,890,000円

団

・顧客へのサービス及

体

び地域住民のコミュニ

事

ケーションを盛んにし

業

、販売促進と商店街の

費

活性化が図られた。

成

補

果
・商業団体が国の補

助

助金を活用した際の自

事

己負担分に対して市で

業

協調して補助したこと

担

により、商業団体に掛

当

かる負担の

　軽減と市

課

の持ち出しを削減する

商

ことができた。

　万燈

工

祭や地域の盆踊りなど

業

と同時開催している夏

振

祭りイベントが多く、

興

地元住民には喜ばれて

課

いる。今後は商店街各

款

店

舗の集客力を高め、

項

売上向上につなげてい

目

く事業を実施する必要

担

がある。
課題

指標名称

当

（単位）
実績値 目標値

係

２５年度 ２６年度 ２７

商

年度 ２８年度 ３０年度

業

活動 交付団体数（団体

振

） 8 10 11 10 10



業振興係

7

Ｃ
　
事
　
業
　

1

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

1

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 325,000 325,000 325,000 325,000 合計 325,000,000 円
貸付金 325,000,000 円

財
　
源

特定財源 325,000 325,000 325,000 325,000

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 701 352 392 380

総事業費（①＋②） 325,701 325,352 325,392 325,380

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 商工業振興資金預託金元金収
入

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　

８

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 産業振興

基本施策 商

平

工業
施策体系

施策の内

成

容 商業の活性化

目
　
　

２

　
的

　金融機関との取

７

引機会の少ない中小規

年

模の

主
た
る
内
容

　愛知

度

県商工業振興資金融資

評

制度の運用資金
商工業

価

者が、事業上必要とす

）

る資金の融資を として

刈

、市と県が協調して市

谷

内取扱金融機関
円滑に

市

することにより、その

事

経営の振興に資 に資金

務

預託を行う。
する。

位

事

置
づ
け

関連計画  

根拠

業

法令  

対象者 市内事業

評

者 事業期間 昭和６０年

価

度 ～

実施方法 ■直営　

シ

□委託　□指定管理　

ー

□補助・助成　□その

ト

他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実

担

　
績

２５年度実績 ２６

当

年度実績 ２７年度実績

部

２８年度計画

利用件数

産

　88件 利用件数　7

業

3件 利用件数　78件

環

利用件数　80件
融資

境

金額　642,060

部

,000円 融資金額　

一

419,750,00

般

0円 融資金額　548

会

,400,000円 融

計

資金額　550,00

商

0,000円

　中小企

工

業に対する低金利融資

業

制度として、資金調達

振

の円滑化に寄与してい

興

る。

成果

　利用率向上

資

のため、金融機関への

金

円滑且つ効果的な周知

貸

を図る必要がある。

課

付

題

指標名称（単位）
実

預

績値 目標値

２５年度 ２

託

６年度 ２７年度 ２８年

事

度 ３０年度

活動 利用件

業

数(件) 88 73 78

担

80 90
指標

 
指標

　

当

近隣市においても規模

課

の差はあるが、預託事

商

業を行っている。
他市

工

との 　近隣市予算額　

業

碧南市：100,00

振

0千円、安城市：20

興

0,000千円、西尾

課

市：150,000円

款

、知立市：100,0

項

00千円
比較検証 高浜

目

市：70,000,0

担

00円

当係 商



商業振

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

興

ト

単位：千円
２５年度

係

２６年度 ２７年度 ２８

7

年度 ２７年度

（決算）

1

（決算） （決算） （予

1

算） 事業費内訳

事業費　① 110,390 120,550 110,260 144,220 合計 110,260,000 円
貸付金 110,260,000 円

財
　
源

特定財源 110,390 120,550 110,260 144,220

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 701 352 392 380

総事業費（①＋②） 111,091 120,902 110,652 144,600

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 商工業者事業資金預託金元金
収入

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

８

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 産業振興

基本施策

平

商工業
施策体系

施策の

成

内容 商業の活性化

目
　

２

　
　
的

　市内の中小規

７

模の商工業者が、事業

年

上必要

主
た
る
内
容

　刈

度

谷市商工業者事業資金

評

融資制度の運用資
とす

価

る資金の融資を円滑に

）

することにより、 金と

刈

して市内取扱金融機関

谷

に資金を預託し、
その

市

経営の合理化と健全な

事

成長発展を図る。 融資

務

の円滑化を図る。

位
置

事

づ
け

関連計画  

根拠法

業

令 刈谷市商工業者事業

評

資金融資制度要綱

対象

価

者 市内事業者 事業期間

シ

平成６年度 ～

実施方法

ー

■直営　□委託　□指

ト

定管理　□補助・助成

（

　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事

当

　
業
　
実
　
績

２５年度

部

実績 ２６年度実績 ２７

産

年度実績 ２８年度計画

業

利用件数　140件 利

環

用件数　98件 利用件

境

数　158件 利用件数

部

　165件
融資金額　

一

427,400,00

般

0円 融資金額　288

会

,400,000円 融

計

資金額　461,26

商

0,000円 融資金額

工

　480,000,0

業

00円

　他の融資制度

者

より有利な金利で借入

事

ができることから、特

業

に小規模・零細企業の

資

資金調達の円滑化に寄

金

与している。

成果

　利

貸

用率向上のため、金融

付

機関への円滑且つ効果

預

的な周知を図る必要が

託

ある。

課題

指標名称（

事

単位）
実績値 目標値

２

業

５年度 ２６年度 ２７年

担

度 ２８年度 ３０年度

活

当

動 利用件数(件) 14

課

0 98 158 165 1

商

70
指標

 
指標

　西尾

工

市において、独自の預

業

託事業を行っている。

振

他市との 　近隣市予算

興

額　西尾市：300,

課

000千円
比較検証

款 項 目 担当係



機関が近在する等の理由により、他市と比較して利用者にとって良好な環境に
他市との ある。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 156,103 162,724 163,717 178,759 合計 163,716,912 円
役務費 146,456 円

財
　
源

特定財源 67,508 65,838 70,009 67,029 委託料 163,290,736 円
使用料及び賃借料 279,720 円

一般財源 88,595 96,886 93,708 111,730

職員人件費　② 701 704 783 1,141

総事業費（①＋②） 156,804 163,428 164,500 179,900

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 産業振興センター使用料
行政財産目的外使用料

２９年度以降の事業費見込 0 電話料実費徴収金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

８

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 産業振興

基本

（

施策 商工業
施策体系

施

平

策の内容 商業の活性化

成

目
　
　
　
的

　産業振興

２

センターの施設管理を

７

都市施設管

主
た
る
内
容

年

　産業振興センターの

度

施設の保守・管理を委

評

理協会に委託し、業務

価

の効率的な運営を図る

）

託する。
とともに、安

刈

全管理に努める。

位
置

谷

づ
け

関連計画  

根拠法

市

令 刈谷市公の施設に係

事

る指定管理者の指定の

務

手続等に関する条例

対

事

象者 都市施設管理協会

業

事業期間 平成１７年度

評

～

実施方法 □直営　□

価

委託　■指定管理　□

シ

補助・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

名

績

２５年度実績 ２６年

担

度実績 ２７年度実績 ２

当

８年度計画

使用区分単

部

位の利用率 使用区分単

産

位の利用率 使用区分単

業

位の利用率 使用区分単

環

位の利用率
　51.4

境

2％ 　51.45％ 　

部

51.58％ 　52.

一

00％
利用者数　27

般

8,366人 利用者数

会

　295,125人 利

計

用者数　286,74

施

7人 利用者数　300

設

,000人

　利用者も

管

多分野に広がりを見せ

理

ており、管理面で対応

事

が難しい事例があるが

業

、経験豊かなＯＢ等に

担

よる管理・運営のた

成

当

果
め臨機応変に対応し

課

、安定的に適正な運営

商

が行われている。

　会

工

議室等の使用料金と、

業

駐車場利用者への補助

振

額において、収支を見

興

た場合、駐車場補助額

課

の方が大きい事例があ

款

るた

め、経営という観

項

点から、また他施設と

目

の整合性を見ながら検

担

討する必要があると考

当

える。
課題

指標名称（

係

単位）
実績値 目標値

２

商

５年度 ２６年度 ２７年

業

度 ２８年度 ３０年度

活

振

動 利用者数（人） 27

興

8,366 295,1

係

25 286,747 3

7

00,000 305,

1

000
指標

指標
　使用

3

料金が安く、公共交通



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 33,008 22,917 11,686 2,000 合計 11,686,464 円
需用費 11,686,464 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 33,008 22,917 11,686 2,000

職員人件費　② 1,052 1,056 1,175 760

総事業費（①＋②） 34,060 23,973 12,861 2,760

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

８

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 産業振興

基本

（

施策 商工業
施策体系

施

平

策の内容 商業の活性化

成

目
　
　
　
的

　産業振興

２

センターの耐用年数を

７

経過し老朽

主
た
る
内
容

年

　産業振興センターの

度

施設・設備等の補修を

評

化した機器類等の補修

価

を実施し、適正な管理

）

行う。
運営を行い、利

刈

用者への安全性・利便

谷

性を確 ○完成年月日　

市

平成7年10月28日

事

保する。 ○延床面積　

務

　10,472㎡

位
置

事

づ
け

関連計画  

根拠法

業

令  

対象者 施設利用者

評

・施設管理者 事業期間

価

～

実施方法 ■直営　□

シ

委託　□指定管理　□

ー

補助・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

担

績

２５年度実績 ２６年

当

度実績 ２７年度実績 ２

部

８年度計画

補修件数　

産

8件 補修件数　11件

業

補修件数　6件 補修件

環

数　4件

　年度当初計

境

画していた補修すべて

部

計画どおり完了し、利

一

用者に迷惑をかけるこ

般

となく利用いただくこ

会

とができた。

成果

　建

計

設から21年目を迎え

施

、補修計画を立ててい

設

た箇所とは異なる箇所

補

が突発的に補修が必要

修

となる状況が発生して

事

いる。

今後も毎年、施

業

設管理者、保守管理者

担

と現場確認しながら、

当

数年先までを視野に入

課

れ、補修必要箇所を洗

商

い出し、年度計
課題

画

工

を作成しながら対応し

業

ていくことが求められ

振

る。

指標名称（単位）

興

実績値 目標値

２５年度

課

２６年度 ２７年度 ２８

款

年度 ３０年度

活動 利用

項

者数(人) 278,3

目

66 295,125 2

担

86,747 300,

当

000 305,000

係

指標
 

指標

他市との
比

商

較検証

業振興係

7 1 3



振

,000千円

興係

7 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 119,399 0 合計 119,398,765 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 93,779 0 交付金 119,398,765 円

一般財源 0 0 25,620 0

職員人件費　② 0 0 2,350 0

総事業費（①＋②） 0 0 121,749 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 地域活性化･地域住民生活等
緊急支援交付金（国）

２９年度以降の事業費見込 0 プレミアム付商品券発行事業
支援補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　

８

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

産業振興

基本施策 商工

平

業
施策体系

施策の内容

成

商業の活性化

目
　
　
　

２

的

　プレミアム商品券

７

を発行することで、中

年

小

主
た
る
内
容

　刈谷商

度

工会議所及び刈谷市商

評

店街連盟が発
商業者等

価

の販売促進と個人消費

）

の拡大及び地 行する、

刈

プレミアム商品券のプ

谷

レミアム分及
域商店街

市

の活性化を図る。 び発

事

行に要する経費を補助

務

する。

位
置
づ
け

関連計

事

画

根拠法令 刈谷市補助

業

金等交付規則

対象者 刈

評

谷商工会議所 事業期間

価

平成２７年度 ～ 平成２

シ

７年度

実施方法 □直営

ー

　□委託　□指定管理

ト

　■補助・助成　□そ

（

の他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　

当

実
　
績

２５年度実績 ２

部

６年度実績 ２７年度実

産

績 ２８年度計画

　 　 発

業

行総額　600,00

環

0,000円 　
　 　 換

境

金額　　598,99

部

6,000円 　
　 　 利

一

用率　　99.83％

般

　
　 　 　
　　　―――

会

―――― 　　　―――

計

―――― 　　　―――

プ

――――

　プレミアム

レ

商品券は大型店のみな

ミ

らず、中小規模の店舗

ア

においても幅広く利用

ム

され、市内商業者の活

商

性化及び消費喚起

成果

品

効果を創出することが

券

できた。

　プレミアム

補

商品券の販売手法、利

助

用期間、販売期間など

事

について検討する必要

業

がある。

課題

指標名称

担

（単位）
実績値 目標値

当

２５年度 ２６年度 ２７

課

年度 ２８年度 ３０年度

商

活動 プレミアム商品券

工

の換金額（千円） 59

業

8,996
指標
活動
指

振

標
　近隣市においても

興

実施方法に差はあるが

課

、プレミアム商品券を

款

発行している。
他市と

項

の 　（発行総額）碧南

目

市300,000千円

担

、安城市240,00

当

0千円、西尾市688

係

,800千円、知立市

商

264,000千円、

業

高浜市
比較検証 168



5

0千円
他市との ・連合

1

愛知三河西地域協議会

1

　碧南市270千円、安城市700千円
比較検証 ・愛知県労働者福祉協議会西三河支部　碧南市180千円、安城市250千円、西尾市230千円、知立市180千円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,804 2,772 3,230 6,400 合計 3,230,100 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 3,230,100 円

一般財源 2,804 2,772 3,230 6,400

職員人件費　② 351 352 392 380

総事業費（①＋②） 3,155 3,124 3,622 6,780

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

８

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 産業振

（

興

基本施策 商工業
施策

平

体系
施策の内容 雇用・

成

就労の安定確保

目
　
　

２

　
的

　労働団体等に対

７

し団体及び事業補助を

年

実施

主
た
る
内
容

　次の

度

3団体に補助金を交付

評

する。
して、労働者福

価

祉の支援を図る。 　ま

）

た中小企業者の退職金

刈

共済制度への加入
促進

谷

のため、加入事業者に

市

対し補助金を交付
する

事

。
○労働団体
　刈谷市

務

雇用対策協議会
　連合

事

愛知三河西地域協議会

業

　愛知県労働者福祉協

評

議会西三河支部
○中小

価

企業退職金共済制度加

シ

入促進補助金

位
置
づ
け

ー

関連計画  

根拠法令 刈

ト

谷市補助金等交付規則

（

、刈谷市中小企業退職

様

金共済制度加入促進補

式

助金交付要綱

対象者 団

１

体・事業者 事業期間 昭

）

和４２年度 ～

実施方法

会

□直営　□委託　□指

計

定管理　■補助・助成

名

　□その他

担当部 産業環境部

Ｂ
　
事

一

　
業
　
実
　
績

２５年度

般

実績 ２６年度実績 ２７

会

年度実績 ２８年度計画

計

3団体　2,400,

労

000円交付 3団体　

働

2,400,000円

者

交付 3団体　2,40

福

0,000円交付 3団

祉

体　2,400,00

助

0円交付
中退共　40

成

4,400円交付 中退

事

共　371,600円

業

交付 中退共　830,

担

100円交付 中退共　

当

4,000,000円

課

交付

　各団体の積極的

商

な取組みにより、労働

工

者等の育成・支援が図

業

られ、工業の振興に繋

振

がった。

成果

　慣例的

興

な支出とせず、事業の

課

公共性や公益性を精査

款

し、補助金支出の根拠

項

や補助金額の積算根拠

目

を明確にする必要があ

担

る。
課題

指標名称（単

当

位）
実績値 目標値

２５

係

年度 ２６年度 ２７年度

工

２８年度 ３０年度

活動

業

 中退共交付企業数（

振

件） 10 10 8 15 2

興

0
指標

 
指標

・雇用対

係
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1

） （予算） 事業費内訳

1

事業費　① 100,000 100,000 100,000 100,000 合計 100,000,000 円
貸付金 100,000,000 円

財
　
源

特定財源 100,000 100,000 100,000 100,000

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 351 352 392 380

総事業費（①＋②） 100,351 100,352 100,392 100,380

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 労働金庫預託金元金収入

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

８

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 産業振興

（

基本施策 商工業
施策体

平

系
施策の内容 雇用・就

成

労の安定確保

目
　
　
　

２

的

　住宅資金、生活資

７

金等を融資している東

年

海

主
た
る
内
容

　東海労

度

働金庫に資金を預託す

評

る。
労働金庫に資金を

価

預託し、労働者の借り

）

入れ
を円滑に進め、福

刈

利厚生を充実させる。

谷

位
置
づ
け

関連計画  

根

市

拠法令  

対象者 対象者

事

を限定せず 事業期間 ～

務

実施方法 ■直営　□委

事

託　□指定管理　□補

業

助・助成　□その他

評価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

）

２５年度実績 ２６年度

会

実績 ２７年度実績 ２８

計

年度計画

預託金額　1

名

00,000,000

担

円 預託金額　100,

当

000,000円 預託

部

金額　100,000

産

,000円 預託金額　

業

100,000,00

環

0円

　労働者の福利厚

境

生を充実することがで

部

きた。

成果

　預託金額

一

の妥当性について、検

般

討、協議する。

課題

指

会

標名称（単位）
実績値

計

目標値

２５年度 ２６年

労

度 ２７年度 ２８年度 ３

働

０年度

活動  預託額（

金

千円） 100,000

庫

100,000 100

預

,000 100,00

託

0 100,000
指標

事

 
指標

　本事業は、東

業

海労働金庫が展開する

担

融資に係る原資の一部

当

を、各市町村で協調し

課

て預託するものであり

商

、
他市との 近隣市にお

工

いても同様の制度を行

業

っている。
比較検証 　

振

碧南市40,000千

興

円、知立市5,000

課

千円

款 項 目 担当係 商業

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

振

　
ス
　
ト

単位：千円
２

興

５年度 ２６年度 ２７年

係

度 ２８年度 ２７年度

（

5

決算） （決算） （決算
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